
①事業の広報は新しい手法（映像・英語版広報資料の作成など）の活用を検討す
ること。

③今後のダム再生事業にも活用できるようなチェックリストや資料の整理などを行う
こと。

②長期的堆砂対策は、コスト意識やスピード感を持って推進すること。

【第１3回委員会(令和２年度)の審議結果】

第13回委員会における審議結果は下記の通り。
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